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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第20期

第２四半期 
累計期間

第21期
第２四半期 
累計期間

第20期
第２四半期 
会計期間

第21期 
第２四半期 
会計期間

第20期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日 
至  平成21年 
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日 
至  平成22年 
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日 
至  平成21年 
    ９月30日

自  平成22年 
    ７月１日 
至  平成22年 
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日 
至  平成22年 
    ３月31日

売上高 (千円) 3,332,937 3,480,046 1,665,732 1,740,520 6,738,514 

経常利益 (千円) 779,066 789,294 411,207 402,587 1,631,182 

四半期(当期)純利益 (千円) 459,171 459,328 241,031 240,888 438,460 

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ─ ─ ─ ─ ─

資本金 (千円) ─ ─ 630,480 630,480 630,480 

発行済株式総数 (株) ─ ─ 32,485,000 32,485,000 32,485,000 

純資産額 (千円) ─ ─ 8,028,233 7,966,245 7,714,628 

総資産額 (千円) ─ ─ 9,221,897 9,316,260 9,109,037 

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 249.44 249.86 241.95 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 14.22 14.41 7.49 7.56 13.62 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ─ ─ ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) 6.50 7.00 6.50 7.00 13.00 

自己資本比率 (％) ─ ─ 87.1 85.5 84.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 399,192 494,769 ─ ─ 1,069,507 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,454,714 △442,045 ─ ─ 1,285,072 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △281,297 △207,456 ─ ─ △575,793

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) ─ ─ 4,167,814 4,219,259 4,373,991 

従業員数 (名) ─ ─ 83 91 82 
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当第２四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

提出会社の状況 

 
（注）従業員数は就業人員であり、（ ）内は外書きでパートタイマーの当第２四半期会計期間の平均雇用人員（１

日８時間換算）を記載しております。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 91（89）

― 3 ―



第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当社は、生産活動を行っておりませんので、生産実績の記載事項はありません。 

  

(2) 受注実績 

当社は、受注生産を行っておりませんので、受注状況の記載事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当第２四半期会計期間における販売実績をセグメント毎に示すと、次のとおりとなります。 

  

 
(注) １  インターネット接続サービスには、新規会員獲得に関わる提携電気通信事業者からの報奨金を含んでおりま

す。 

２  「その他」は、物販事業による販売高となっております。 

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第２四半期会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

ＩＳＰ事業 1,685,419 5.2 

  インターネット接続サービス 1,418,275 6.4 

  インターネット関連サービス 267,144 △0.5

その他 55,100 △14.2

合計 1,740,520 4.5 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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本文の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

(1) 経営成績の分析  

業界の動向 

 ＩＳＰ（インターネット・サービス・プロバイダー）業界におきましては、引き続きＦＴＴＨ（光フ

ァイバー）の利用者が増加しております。平成22年10月末時点の総務省の調査では、ＦＴＴＨ契約数は

1,857万人に達しました。 

  

会員数の状況 

 当第２四半期末のＡＳＡＨＩネットの会員数は、479千人（前年同四半期比28千人増）となりまし

た。ＦＴＴＨ接続会員数は前年同四半期比14.1％増の243千人となり、引き続き増加しています。な

お、ＦＴＴＨとＡＤＳＬを合わせたブロードバンド会員数は316千人となり、ブロードバンド会員比率

は66％となりました。 

 また、当第２四半期累計期間における全回線の平均退会率は0.87％（前年同四半期比0.10ポイント

減）となり、引き続き１％を下回る水準を維持しております。 

  

日経ＢＰコンサルティング「プロバイダー満足度調査2010」第１位 

 ＡＳＡＨＩネットは、平成22年７月に日経ＢＰコンサルティングが公表したＩＴのプロ（ＩＴリテラ

シー高水準者）に対する満足度調査で第１位を獲得しました。 

 満足度の指標として設定した７つの指標のうち、「接続料金」「回線の安定性」「回線の速度」「サ

ポート」「提供機能全般」の５項目で首位を獲得しました。特にサポート機能の充実については、ここ

数年、退会抑止の観点からも、体制強化や品質向上に注力してきました。今後も、顧客満足度向上を経

営上の重要課題として取り組んでまいります。 

  

クラウド型教育支援システム「マナバ」の状況 

 クラウド型教育支援システム「マナバ」については、その導入校が増加するとともに、教育業界での

注目度も高まってきております。当社では、クラウド事業の販売体制を強化するとともに、セミナー開

催や展示会出展などの営業活動を積極的に行っており、今期に東京と京都で当社が開催した「ポートフ

ォリオ、ＳＮＳの先端事例研究セミナー」では、国内の大学の約２割に当たる180校の方々にご出席い

ただきました。 

 当第２四半期末において「マナバ」導入校は42大学となりました。 

  

損益の状況 

 以上の結果、当第２四半期会計期間における売上高は1,740,520千円（前年同四半期比4.5％増）、営

業利益は398,223千円（前年同四半期比1.1％減）、経常利益は402,587千円（前年同四半期比2.1％

減）、四半期純利益は240,888千円（前年同四半期比0.1％減）となりました。 

  

 セグメントの業績につきましては、当社の報告セグメントが「ＩＳＰ事業」のみであるため、記載を

省略しております。 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態の分析 

当第２四半期会計期間末における資産合計は前事業年度末に比べ207,222千円増加の9,316,260千円と

なりました。主な増加要因は次世代の通信プロトコルとなるＩＰｖ６にかかるインターネット事業を推

進する日本ネットワークイネイブラー株式会社に資本出資したことにより投資有価証券が180,000千円

増加したことなどによります。また、負債合計は前事業年度末に比べ44,393千円減少の1,350,015千円

となりました。主な減少要因は税金の納付に伴う未払法人税等の減少によります。純資産は前事業年度

末に比べ251,616千円増加の7,966,245千円となり、この結果、自己資本比率は85.5％となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期会計

期間末に比べ121,750千円増加の4,219,259千円（前年同四半期は748,340千円の増加）となりました。

なお、当第２四半期会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 税引前四半期純利益406,220千円及び減価償却費27,529千円などにより、営業活動により得た資金は

345,934千円（前年同四半期は304,930千円の獲得）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 有価証券の償還による収入が1,000,000千円ありましたが、有価証券の取得による支出1,000,000千円

があったことなどに加え、投資有価証券の取得による支出が180,000千円あったことにより、投資活動

により使用した資金は198,477千円（前年同四半期は467,503千円の獲得）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動において使用した資金は、配当金の支払額25,246千円などにより、財務活動により使用した

資金は25,706千円（前年同四半期は24,094千円の使用）となりました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

(6) 経営戦略の現状と見通し 

当第２四半期会計期間において、経営戦略の現状と見通しについて重要な変更等はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 119,340,000 

計 119,340,000 

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,485,000 32,485,000 
東京証券取引所
（市場第一部）

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 
単元株式数 1,000株 

計 32,485,000 32,485,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成22年９月30日 ─ 32,485,000 ─ 630,480 ─ 780,808 
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(6) 【大株主の状況】 

 
(注)  上記のほか当社所有の自己株式601,737株（1.85％）があります。 

  

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

島戸 一臣 千葉県浦安市 3,197,000 9.84 

山本 公哉 東京都目黒区 2,647,000 8.15 

梅村 守 東京都調布市 2,647,000 8.15 

滝口 彰 東京都練馬区 2,646,000 8.15 

岩崎 慎一 東京都目黒区 2,646,000 8.15 

杉山 裕一 千葉県市川市 2,646,000 8.15 

株式会社シマドコーポレーショ
ン 

千葉県浦安市猫実3-18-3 1,000,000 3.08 

東日本電信電話株式会社 東京都新宿区西新宿3-19-2 950,000 2.92 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海1-8-11 882,000 2.72 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町2-11-3 402,000 1.24 

計 ― 19,663,000 60.53 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
  

  

② 【自己株式等】 

 
  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注)  株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 

601,000 
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 
単元株式数 1,000株 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

31,868,000 
31,868 同上 

単元未満株式 
普通株式 

16,000 
― 同上

発行済株式総数 32,485,000 ― ―

総株主の議決権 ― 31,868 ―

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社朝日ネット 

東京都中央区銀座6-6-7 601,000 ─ 601,000 1.85 

計 ― 601,000 ─ 601,000 1.85 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

最高(円) 290 285 282 282 289 296 

最低(円) 283 276 275 276 280 284 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半

期会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成22年４月１日

から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日

から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に

係る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第

２四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本

有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  

  

１  四半期財務諸表の作成方法について

２  監査証明について

３  四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,219,259 3,573,991

売掛金 1,526,325 1,549,604

有価証券 3,400,000 3,000,000

その他 122,946 98,979

貸倒引当金 △3,548 △3,603

流動資産合計 8,264,983 8,218,972

固定資産   

有形固定資産 ※１  145,692 ※１  163,736

無形固定資産 81,578 76,656

投資その他の資産   

投資有価証券 671,848 491,848

その他 152,157 158,967

貸倒引当金 － △1,143

投資その他の資産合計 824,006 649,673

固定資産合計 1,051,277 890,065

資産合計 9,316,260 9,109,037

負債の部   

流動負債   

買掛金 305,327 291,699

未払金 659,270 697,446

未払法人税等 316,154 353,338

店舗閉鎖損失引当金 11,218 －

その他 58,044 51,924

流動負債合計 1,350,015 1,394,408

負債合計 1,350,015 1,394,408

純資産の部   

株主資本   

資本金 630,480 630,480

資本剰余金 780,808 780,808

利益剰余金 6,724,562 6,472,486

自己株式 △169,606 △169,146

株主資本合計 7,966,245 7,714,628

純資産合計 7,966,245 7,714,628

負債純資産合計 9,316,260 9,109,037
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(2)【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 3,332,937 3,480,046

売上原価 1,784,281 1,905,856

売上総利益 1,548,656 1,574,190

販売費及び一般管理費 ※１  785,244 ※１  794,602

営業利益 763,411 779,587

営業外収益   

受取利息 17,011 9,634

その他 53 72

営業外収益合計 17,064 9,707

営業外費用   

自己株式取得費用 1,409 －

営業外費用合計 1,409 －

経常利益 779,066 789,294

特別損失   

固定資産売却損 450 －

固定資産除却損 － 186

店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 11,218

減損損失 4,295 －

店舗閉鎖損失 － 3,244

特別損失合計 4,746 14,649

税引前四半期純利益 774,320 774,645

法人税等 ※２  315,148 ※２  315,317

四半期純利益 459,171 459,328
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【第２四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 1,665,732 1,740,520

売上原価 889,775 953,186

売上総利益 775,956 787,333

販売費及び一般管理費 ※１  373,507 ※１  389,109

営業利益 402,449 398,223

営業外収益   

受取利息 8,731 4,350

その他 27 12

営業外収益合計 8,758 4,363

経常利益 411,207 402,587

特別利益   

店舗閉鎖損失引当金戻入額 － 3,840

特別利益合計 － 3,840

特別損失   

固定資産売却損 450 －

固定資産除却損 － －

減損損失 4,295 －

店舗閉鎖損失 － 206

特別損失合計 4,746 206

税引前四半期純利益 406,461 406,220

法人税等 ※２  165,429 ※２  165,331

四半期純利益 241,031 240,888
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 774,320 774,645

減価償却費 69,176 53,831

減損損失 4,295 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 89 △1,198

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） － 11,218

受取利息及び受取配当金 △17,011 △9,634

自己株式取得費用 1,409 －

固定資産売却損益（△は益） 450 －

固定資産除却損 － 186

店舗閉鎖損失 － 3,244

売上債権の増減額（△は増加） △62,310 23,278

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,394 4,575

仕入債務の増減額（△は減少） △30,818 △8,056

その他 11,651 △23,472

小計 752,648 828,618

利息及び配当金の受取額 23,840 9,542

法人税等の支払額 △377,295 △343,391

営業活動によるキャッシュ・フロー 399,192 494,769

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,100,000 △1,000,000

定期預金の払戻による収入 3,600,000 200,000

有価証券の取得による支出 △1,000,000 △1,400,000

有価証券の売却による収入 － 1,000,000

有価証券の償還による収入 － 1,000,000

有形固定資産の取得による支出 △37,055 △44,882

無形固定資産の取得による支出 △4,221 △15,807

投資有価証券の取得による支出 － △180,000

その他 △4,008 △1,355

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,454,714 △442,045

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △194,469 △206,996

自己株式の取得による支出 △86,827 △459

財務活動によるキャッシュ・フロー △281,297 △207,456

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,572,609 △154,732

現金及び現金同等物の期首残高 2,595,204 4,373,991

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  4,167,814 ※１  4,219,259
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【継続企業の前提に関する事項】 

該当事項はありません。 

  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

項目
当第２四半期累計期間 

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しております。 

 これによる営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影

響はありません。 

項目
当第２四半期累計期間 

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１  一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第２四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定した

ものと著しい変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２  固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、当事業年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

３  繰延税金資産の回収可能性の判断 繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、前事業年度末以降

に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認

められるため、前事業年度末の検討において使用した将来の業績予測

及びタックス・プランニングの結果を適用しております。 

項目
当第２四半期累計期間 

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

税金費用の計算  当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じ

て計算する方法を採用しております。  
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【注記事項】 

(四半期貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期損益計算書関係) 

第２四半期累計期間 

  

 
  

第２四半期会計期間 

  

 
  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第２四半期会計期間末 
(平成22年９月30日)

前事業年度末 
(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計

額                1,282,560千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計

額                1,309,567千円 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期累計期間

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

    給料手当             184,128千円 

  
※２ 法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してお

ります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

    給料手当              184,427千円 

  
※２ 同左 

(自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期会計期間

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

    給料手当              92,330千円 

  
※２ 法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してお

ります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

    給料手当               88,709千円 

  
※２ 同左 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期累計期間

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 4,166,805千円

有価証券 2,101,008 〃

計 6,267,814千円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,100,000 〃

現金同等物以外の有価証券 △1,000,000 〃

現金及び現金同等物 4,167,814千円

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 3,219,259千円

有価証券 3,400,000 〃

計 6,619,259千円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,000,000 〃

現金同等物以外の有価証券 △1,400,000 〃

現金及び現金同等物 4,219,259千円
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(株主資本等関係) 

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  

平成22年９月30日) 

  

１  発行済株式の種類及び総数 

 
  

  

２  自己株式の種類及び株式数 

 
  

  

３  新株予約権等の四半期会計期間末残高 

該当事項はありません。 

  

  

４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの 

 
  

  

５  株主資本の著しい変動に関する事項 

該当事項はありません。  

  

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 32,485,000 

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 601,737 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 207,251 6.5 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月９日 
取締役会 

普通株式 223,182 7.0 平成22年９月30日 平成22年12月７日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

（追加情報） 

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

１  報告セグメントの概要 

当社は、ＩＳＰ（Internet Service Provider）として、顧客へのインターネット接続サービスの提

供並びにインターネット関連サービスの提供を中心に事業活動を展開しており、「ＩＳＰ事業」を報告

セグメントとしております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  当第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

当社の報告セグメントは「ＩＳＰ事業」のみであるため、記載を省略しております。 

  

  当第２四半期会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

当社の報告セグメントは「ＩＳＰ事業」のみであるため、記載を省略しております。 

  

(リース取引関係) 

該当事項はありません。  

  

(金融商品関係) 

該当事項はありません。  

  

(有価証券関係) 

該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。  

  

(持分法損益等) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 
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(資産除去債務関係) 

該当事項はありません。 

  

(賃貸等不動産関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２  １株当たり四半期純利益金額等 

  

第２四半期累計期間 

  

 
(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

 
  

当第２四半期会計期間末 
(平成22年９月30日)

前事業年度末 
(平成22年３月31日)

  

 249.86円
 

241.95円

項目
当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 7,966,245 7,714,628 

普通株式に係る純資産額(千円) 7,966,245 7,714,628 

差額の主な内訳(千円) ─ ─

普通株式の発行済株式数(株) 32,485,000 32,485,000 

普通株式の自己株式数(株) 601,737 600,100 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 31,883,263 31,884,900 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期累計期間

１株当たり四半期純利益金額 14.22円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
 

１株当たり四半期純利益金額 14.41円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円

項目 (自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期累計期間

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 459,171 459,328 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 459,171 459,328 

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 32,295,329 31,884,456 
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第２四半期会計期間 

  

 
(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

第21期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）中間配当については、平成22年11月９日開催の

取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中

間配当を行うことを決議いたしました。 

 ① 配当金の総額 223,182千円 

 ② １株当たりの金額 7円00銭 

 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年12月７日 

  

(自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期会計期間

１株当たり四半期純利益金額 7.49円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
 

１株当たり四半期純利益金額 7.56円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円

項目 (自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期会計期間

四半期損益計算書上の四半期純利益(百万円) 241,031 240,888 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 241,031 240,888 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 32,184,900 31,884,124 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成21年11月11日

株式会社朝日ネット 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社朝日ネットの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第20期事業年度の第２四半期会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシ

ュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社朝日ネットの平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    栗  原  安  夫    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    板  谷  秀  穂    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成22年11月12日

株式会社朝日ネット 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社朝日ネットの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第21期事業年度の第２四半期会計期間

(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシ

ュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社朝日ネットの平成22年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    松  本  正  一  郎    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    板  谷  秀  穂    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年11月12日 

【会社名】 株式会社朝日ネット 

【英訳名】 ASAHI Net, Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 山本 公哉 

【最高財務責任者の役職氏名】    ─ 

【本店の所在の場所】 東京都中央区銀座六丁目６番７号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

   



当社代表取締役社長山本公哉は、当社の第21期第２四半期(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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